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１．環境方針 

◇基本理念 

タカラは、地球環境の保全が人類共通の最重要課題の一つであることを認識し、全組織

をあげて環境負荷の低減に努力する。 

 

環 境 方 針 

 
１．環境マネジメント活動の推進と継続的改善 

当社の包装資材及び関連機器の販売を中心とした事業活動が環境に与える影響を的確に

捉え、可能な範囲で環境目的･目標を定め、環境マネジメント活動を推進するとともに、

これを定期的に見直し維持向上に努める。 

 

２．環境関連法規の順守 

環境関連の法律・条例、協定を順守し環境保全および環境汚染の予防に努める。 

 

３．省エネルギー、省資源の推進 

電気・ガス等のエネルギーの無駄やロスの削減に努め、有効活用をはかるとともに、紙類

の節約等により省資源を進める。 

 

４．環境調和型商品の開発、販売に積極的に取り組むことにより、環境に負荷を与えない

商品の普及を推進する。 

 

５．環境啓蒙活動の展開 

社内広報活動、教育を通し、全社員及び当社の為に働く全ての人の環境方針への理解と環

境に対する意識の向上をはかるとともに、社外にも公開する。 

 

２００３年１７月１１日 制定 

２０１０年１１月１０日 改定 



 - 2 -

２．会社概要 

 

会社名  株式会社タカラ 

業種  卸売業 

適用規格 ＩＳＯ１４００１：２０１５（２０１８年６月４日更新） 

取得日  ２００４年３月１９日 

適用範囲 大阪本社： 大阪市鶴見区緑 1-11-8 

東京本社：東京都世田谷区用賀 4-32-25 

関東営業所：さいたま市大宮区東町 2-250-7 

北関東営業所：群馬県高崎市緑町 2-10-3 (アーバンヒル緑町 102)  

名古屋営業所：名古屋市中区富士見町 3-11 

静岡出張所：静岡市駿河区敷地 1-26-12-101 

京都営業所：京都市伏見区西桝屋町 1053 番 

神戸営業所：神戸市中央区楠町 1-11-19（NRD ビル） 

広島営業所：広島市西区観音町 14-13（サトーピア） 

九州営業所：福岡市博多区豊 1-9-11（岩源第２ビル） 

業務内容  

① 紙、セロハン及びプラスチックを材料とする粘着テープの販売 

② ラベル及びシールの設計・製造・販売 

③ 包装材料、容器及びフィルムの販売 

④ 印刷及び包装用各種機械類の設計・製造・販売 

資本金  １億４，３００万円 

売上高  １２６億円 

従業員数 ２３５名 

ホームページ http://www.takarapac.com  

担当部署 環境管理推進事務局 

  大阪 ℡０６－６９３３－３２２０ 

  東京 ℡０３－３７０７－５１１１ 
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３．２０１８年度 環境目的・目標及び実績 

● 監視項目 

 １．在庫の適正管理（達成率実績 １１５％） 

２．環境調和型商品の拡販 

● 運用項目 

１．顧客要求事項の確実な反映（梱包ニーズ・法的要求事項） 

２．資源の有効活用（紙の購入量・使用量の把握、リサイクルトナーの 

使用、ゴミの排出量の把握、ゴミの分別、マニフェストの順守、コ

ピー用紙リサイクルの推進、ごみの減量と適正処理、資源化可能な

紙類の廃棄方法順守） 

３．梱包資材の有効活用 

４．グリーン調達の実施（備品のみ） 

５．エコドライブの実施（エコドライブ・交通安全教育等の推進） 

６．火災防止及び火災発生時の緊急対応手順の確認、自然災害発生時の

緊急対応手順の確認 

７．労働時間管理の実施 

 

４．２０１９年度 環境目的・目標 

● 監視項目 

 １．在庫の適正管理 

２．環境調和型商品の拡販 

● 運用項目 

１．顧客要求事項の確実な反映（梱包ニーズ・法的要求事項） 

２．資源の有効活用（紙の購入量・使用量の把握、リサイクルトナーの 

使用、ゴミの排出量の把握、ゴミの分別、マニフェストの順守、コ

ピー用紙リサイクルの推進、ごみの減量と適正処理、資源化可能な

紙類の廃棄方法順守） 

３．梱包資材の有効活用 

４．グリーン調達の実施（備品のみ） 

５．エコドライブの実施（エコドライブ・交通安全教育等の推進） 

６．火災防止及び火災発生時の緊急対応手順の確認、自然災害発生時の

緊急対応手順の確認 

７．労働時間管理の実施 

以上 


